
平成２７年度導入予定
総合評価落札制度説明会

平成２７年２月

長崎県土木部建設企画課
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１． 総合評価落札制度 特別簡易型
【事後評価タイプ】について
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標準的日数 累計日数

（注１）日曜日、土曜日、祝日等を含まない。

７日

２１日

公 告

入札説明書の交付

技術資料の提出期限

質問書の

質問書に

対する
回答期限

入札書の提出期限

開札・仮の評価値算出

設計書決裁

公告後速やかに

７日

競争参加資格委員会（発注機関）
（資格確認）

配置予定技術者に係る報告書提出期限

契約締結

３日（注1)

競争参加資格委員会（発注機関）
（資格設定）

競争参加資格確認資料の提出期限

７日
（注１）

２日（注１）

企業の技術力の評価確認（１位・2位程度のみ）

７日

７日

２５日

２８日

３５日

競争参加資格委員会

（発注機関）
（評価）

総合評価審査委員会（全体委員会）

総 合 評 価 審 査 委 員 会

（ 小 委 員 会 ） ま た は
個 別 意 見 聴 取

落札者の仮決定

１日(注1)

２２日

３日(注1)

企業の技術力の評価確認

競争参加資格委員会

（発注機関）
（評価）

競争参加資格委員会（発注機関）
（資格確認）

・企業の技術力評価

・競争参加資格委員会（資格確認）

・競争参加資格委員会（評価）

開札後に移動

【概要】

・企業の技術力の評価と競争参加資格の確認を開札後に

行う。

・入札参加者が技術資料と一緒に提出する自己審査表と

応札額で仮の順位を決定。

・仮の順位が上位（１・２位程度）になった入札参加者の

競争参加資格と技術資料を審査し、不備が無ければ

落札者の仮決定を行う。

・落札者以外の入札参加者の技術資料の審査は行わない。

【メリット】

・審査にかかる事務作業量の軽減

・入札日程の短縮（１～３日）
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曜 総合評価落札方式 日数 一般競争入札 全日数 総合評価落札方式 日数 一般競争入札 全日数

26 月

27 火

28 水

29 木 入札公告 1 1 1 1 1 入札公告 1 1

30 金 2 2 2 2 2 2 2

7 1 土 3 3 3 3 3 3 3

2 日 4 4 4 4 4 4 4

3 月 5 5 5 5 5 5 5

4 火 6 6 6 6 6 6 6

5 水 技術資料提出期限 競争参加資格申請書提出期限 7 7 7 7 技術資料提出期限 7 競争参加資格申請書提出期限 7 7

6 木 8 8 8 1 8

7 金 9 9 9 2 9

8 土 10 10 10 3 10

9 日 11 11 11 4 11

10 月 （入札説明書への質問書提出期限） 12 7 12 12 競争参加資格委員会（資格確認） 5 12

11 火 13 1 6 13 13 6 13

12 水 （入札説明書への質問書回答期限） 14 2 5 14 14 参加資格の結果通知 7 14

13 木 15 4 15 15 （入札説明書への質問書提出期限） 1 15

14 金 16 3 16 16 1 2 7 16

15 土 17 17 17 3 17

16 日 18 18 18 4 18

17 月 入札書提出開始 2 19 19 （入札説明書への質問書回答期限） 2 5 6 19

18 火 1 20 20 （参加資格理由の説明要求期限） 5 20

19 水 入札書提出期限 21 21 1 4 21

20 木 開札 22 22 （参加資格理由の説明要求回答期限） 2 3 22

21 金 23 23 入札書提出開始 2 23

22 土 24 24 24

23 日 25 25 25

24 月 26 26 1 26

25 火 落札者仮決定通知 27 27 入札書提出期限 27

26 水 28 28 開札 落札者仮決定通知 28

27 木 29 29 29

28 金 配置予定技術者に係る回答期限 落札者決定通知 30 30 30

29 土 31

30 日 32

31 月 配置予定技術者に係る回答期限 落札者決定通知 33

8 1 火

2 水

3 木

4 金

日数月日 日数

（事後評価タイプの入札日程） （通常の特別簡易型の入札日程）

・技術資料の評価

・競争参加資格の確認

仮の１位・２位程度のみの審査

競争参加資格委員会
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２．平成２７年度総合評価落札制度
改訂について
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２－１ 入札書と技術資料の同時提出試行導入について
（特別簡易型対象）
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事後評価タイプで実施した場合

特別簡易型の場合、技術資
料等の提出後に企業の技
術力の評価と競争参加資格
委員会を実施する

同時提出でも開札後の審査
にかかる時間が短くて済む
ため、入札期間に影響が少
ない

導入の背景

平成24年3月に高知県で発生した

官製談合事件を契機に国土交通省
が同時提出を開始
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標準的日数 累計日数

（注１）日曜日、土曜日、祝日等を含まない。

７日

２１日

公 告

入札説明書の交付

技術資料の提出期限

質問書の

質問書に

対する
回答期限

入札書の提出期限

開札・仮の評価値算出

設計書決裁

公告後速やかに

７日

競争参加資格委員会（発注機関）
（資格確認）

配置予定技術者に係る報告書提出期限

契約締結

３日（注1)

競争参加資格委員会（発注機関）
（資格設定）

競争参加資格確認資料の提出期限

７日
（注１）

２日（注１）

企業の技術力の評価確認（１位・2位程度のみ）

７日

７日

２５日

２８日

３５日

競争参加資格委員会

（発注機関）
（評価）

総合評価審査委員会（全体委員会）

総 合 評 価 審 査 委 員 会

（ 小 委 員 会 ） ま た は
個 別 意 見 聴 取

落札者の仮決定

１日(注1)

２２日

１～３日(注1)



曜 総合評価落札方式 日数 一般競争入札 全日数 総合評価落札方式 日数 一般競争入札 全日数

26 月

27 火

28 水

29 木 入札公告 1 1 1 1 1 入札公告 1 1

30 金 2 2 2 2 2 2 2

7 1 土 3 3 3 3 3 3 3

2 日 4 4 4 4 4 4 4

3 月 5 5 5 5 5 5 5

4 火 6 6 6 6 6 6 6

5 水 技術資料提出期限 競争参加資格申請書提出期限 7 7 7 7 技術資料提出期限 7 競争参加資格申請書提出期限 7 7

6 木 8 8 8 1 8

7 金 9 9 9 2 9

8 土 10 10 10 3 10

9 日 11 11 11 4 11

10 月 （入札説明書への質問書提出期限） 12 7 12 12 競争参加資格委員会（資格確認） 5 12

11 火 13 1 6 13 13 6 13

12 水 （入札説明書への質問書回答期限） 14 2 5 14 14 参加資格の結果通知 7 14

13 木 15 4 15 15 （入札説明書への質問書提出期限） 1 15

14 金 16 3 16 16 1 2 7 16

15 土 17 17 17 3 17

16 日 18 18 18 4 18

17 月 入札書提出開始 2 19 19 （入札説明書への質問書回答期限） 2 5 6 19

18 火 1 20 20 （参加資格理由の説明要求期限） 5 20

19 水 入札書提出期限 21 21 1 4 21

20 木 開札 22 22 （参加資格理由の説明要求回答期限） 2 3 22

21 金 23 23 入札書提出開始 2 23

22 土 24 24 24

23 日 25 25 25

24 月 26 26 1 26

25 火 落札者仮決定通知 27 27 入札書提出期限 27

26 水 28 28 開札 落札者仮決定通知 28

27 木 29 29 29

28 金 配置予定技術者に係る回答期限 落札者決定通知 30 30 30

29 土 31

30 日 32

31 月 配置予定技術者に係る回答期限 落札者決定通知 33

8 1 火

2 水

3 木

4 金

日数月日 日数

（事後評価タイプの入札日程） （通常の特別簡易型の入札日程）

技術資料提出開始

技術資料提出期限

・技術資料の評価

・競争参加資格の確認

仮の１位・２位程度のみの審査

競争参加資格委員会
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２－２ 一括審査方式の試行導入について

99



一括審査方式の試行導入について

【目的】
①技術審査業務の負担軽減
②発注者・受注者双方の負担軽減

【内容】
①複数工事の発注に対して、同一テーマの技術提案と同じ評価内容の技術資料を求める。
②入札は、すべての工事または、希望する工事のみ参加が可能。
③同日開札で金額が高い工事から評価値が最も高い者に落札決定する。
④落札決定した入札参加者は以降の入札は不適格とする。

【実施方針】
①発注時期が近く、同一管内で発注する工事で、工事内容が類似している複数工事で実施
②Ｈ２６の今後発注する工事から適用
③効果の検証を行い、制度検討委員会に報告 10



【イメージ図】

①工事
1番目

②工事
２番目

③工事
３番目

④工事
４番目

工事

開札順番

4位 3位 2位
落札決定

1位

落札決定
1位

不適格 不適格 不適格

3位 2位
落札決定

1位
不適格

2位
落札決定

1位
不適格 不適格

業者

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

5位 4位 3位 2位Ｅ

・
・
・

評価順位 評価順位 評価順位評価順位

同一の技術提案

同一の評価内容

を受付ける
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２－３ 若手技術者育成型の見直しについて
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見直しのポイント

• 名称を「若手技術者育成型」から「担い手育成型」に
変更

• 現場指導員の制度を廃止し、指導方法等について
は落札者に一任する。（施工計画書等で確認）

• 配置予定技術者の年齢・性別による加点を行い、若
手技術者・女性技術者の参入を促す（35歳未満又
は45歳未満の女性／3５歳以上～40歳未満/4０歳
以上～45歳未満/4５歳以上で区分）。

• 経験が浅い若手や女性に若干のアドバンテージが
あるように配点。
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添付書類の注意点

監理技術者証及び保険証の写しを添付（年齢・性別を判断）
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施工計画作成の注意点

• 施工計画≠技術提案
施工計画には、公告文に記載された現場条件や実際の現場
を確認したうえで、落札後に提出する「施工計画書」に記載
する内容程度のことを記載する。（技術提案のように追加で
経費がかかるようなことは求めていない）

• 現場条件に即した内容を記載する
公告文に記載された現場条件に関係がある内容を記載する
。内容によっては、実施する内容だけでは判断できない場合
もあるので、与えられた現場条件から考えられる懸案事項も
記入した上で、その対策を記載する。
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２－４ 工事成績・表彰の評価期間
見直しについて
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配置予定技術者の工事成績評定評価期間の見直しについて

【見直し内容】
配置予定技術者の工事成績評定評価期間について直前５ヵ年の最高点から
直近までの最高点に変更する。
【効果】
公告日直近の工事成績が評価に反映されることで、技術者の努力がすぐに総合評価
の評価に反映され、技術者の意欲向上・工事の品質向上が期待される。

平成２１年度から平成
２５年度に完成した公
共工事で、配置予定
技術者が元請の主任
（監理）技術者として
従事した土木一式工
事の工事成績評定の
最高点とする。

平成２３年度以降に完
成した公共工事で、配
置予定技術者が元請の
主任（監理）技術者とし
て従事した土木一式工
事の工事成績評定の最
高点とする。

※技術資料提出期限
日までに届いている「
工事成績評定通知書」
の添付が必須

平成２６年度までの例 平成２７年度からの例

（当該年度も含む５ヵ年）

18



配置予定技術者・企業の表彰評定評価期間の見直しについて

【見直し内容】
配置予定技術者・企業の表彰評定評価期間について直前１０ヵ年の受賞履歴から
直近までの受賞履歴に変更する。
【効果】
公告日直近の受賞履歴が評価に反映されることで、技術者の努力がすぐに総合評価
の評価に反映され、技術者の意欲向上・工事の品質向上が期待される。

平成１６年度から平成
２５年度において、長
崎県の優秀工事表彰
又は下請表彰を受賞
しているものとする。

平成１８年度以降、長
崎県の優秀工事表彰
又は下請表彰を受賞
しているものとする。

※技術資料提出期限
日までに表彰を受けて
いる実績が必須

平成２６年度までの例 平成２７年度からの例

（当該年度も含む１０ヵ年）
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２－５ 配置予定技術者の実績評価方法
の明確化について
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配置予定技術者の実績評価方法の明確化について

【内容】
配置予定技術者の能力のうち同種・類似の実績として評価を行う工事の従事期間が
工期と同一でない場合、工期の１/２より長い期間従事しているもののみを評価の対象
とする。また、同種工事又は類似工事として申請があった工事で従事期間が１/２以下
の場合は、「実績なし」とする。

【設定理由】
工事実績の評価対象が監理技術者・現場代理人であり、実績を所有する技術者を
増やす目的で本来不要な現場代理人の変更を防止するため。

【公告文の変更点】

「施工実績の対象となる工事の従事期間が１/２よりも長いものについてのみ

評価の対象とする」を評価内容に追加
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全体工期

現場代理人１ 現場代理人２

1/2

現場代理人１のみこの工事の実績として評価対象とする

ケース２

評価判定の例

現場代理人１ 現場代理人２

現場代理人１・２どちらもこの工事の実績として評価対象としない

ケース３

ケース１ 現場代理人１

現場代理人１をこの工事の実績として評価対象とする

22



３ 事前審査登録制度について
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事前審査登録制度について

• 平成27年度も年間を通して評価が変わらな
い項目について実施

• 4月1日～4月20日が申し込み期間

• 表彰の実績については、Ｈ１８～Ｈ２６の実績
について受付（Ｈ２７に受賞した実績を技術資
料に記載して入札に参加する場合は、添付
資料が必要）

• 詳しくは、県のＨＰで企業の施工能力評価事
前審査登録制度を検索
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